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＜参考資料＞ 

 

平成 25 年度における経営効率化の実施状況 

 

当社は、原子力損害賠償支援機構と共同で策定した「新・総合特別事業計画」   

（平成 26 年 1 月認定）において、中長期にわたるさらなる徹底した経営合理化を  

実行し、平成 25 年度～平成 34 年度の 10 年間で 4 兆 8,215 億円のコスト削減を実現

することを掲げております。 

 

当社では、これらの計画の実現・達成に向け、徹底的な経営効率化を進めており  

ますが、こうした取り組みを受けた、平成 25 年度における実施状況および収支の  

状況などを取りまとめましたので、お知らせいたします。 

 

１．平成 25 年度の経営効率化の実績 

給与・賞与の削減、子会社・関連会社との取引価格の低減、外部専門家の活用による   

調達改革、リスク限度の精緻化・見直し等まで踏み込んだ緊急コストカットなど、徹底  

したコスト削減に最大限取り組み、新・総合特別事業計画における平成 25 年度の目標  

7,862億円を上回る8,188億円のコスト削減を達成しました。 

 

【コスト削減額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

※ 下段の［  ］内は、新・総合特別事業計画におけるコスト削減額。 
※ 四捨五入の関係で数値が合わない場合あり。 

8,188

[7,862］
合計

 工事・点検の中止・実施時期の見直し （328）

 関係会社取引における競争的発注方法の拡大・工事効率の向上、

外部取引先との取引構造・発注方法の見直し （308）

 システム委託等の中止 （579）

 諸費（寄付金等）の削減 （148）

 厚生施設の削減・執務スペースの効率化 （151）

 普及開発関係費の削減 （230）

 テーマ研究の中止 （310）

 研修の縮小、消耗品費の削減、その他諸経費の削減 （316）

2,383

［2,067］
その他

 設備投資削減による償却費減 （127）

 中長期にわたる投資計画の抜本的な見直し （64）

191

[191]
減価償却費

 燃料価格（単価）の低減 （415）

 経済性に優れる電源の活用 （1,971）

 電力購入料金の削減 （444）

 卸電力取引所の活用 （24）

2,858

[3,087]

燃料費

購入電力料

 工事・点検の中止・実施時期の見直し （1,381）

 関係会社取引における競争的発注方法の拡大・工事効率の向上 （198）

 外部取引先との取引構造・発注方法の見直し （76）

1,653

[1,501]
修繕費

 人員削減 （156）

 給与・賞与の削減 （643）

 退職給付制度の見直し （26）

 福利厚生制度の見直し （50）

 各施策の深堀り （228）

1,103

[1,016]
人件費

主な削減内容（金額）H25コスト削減額※費用項目
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２．経営効率化の実績の具体的内容 

（１）人件費 

震災以降、人件費については、給与・賞与の削減や福利厚生制度の見直し、退職  

給付制度の見直しといったコスト削減に取り組んでおります。 

給与・賞与については、平成 23 年 6 月より社員の年収削減（一般職 20％削減、   

管理職 25％）を実施しておりましたが、管理職のさらなる年収カット（上記と    

合わせ 30％減）を平成 24 年度より実施しました。また、福利厚生制度における   

健康保険料の会社負担率の見直しや、退職給付制度における企業年金制度の見直し

（確定給付企業年金の減額）等の恒常的な効果により、平成 25 年度は 1,103 億円の

コスト削減を実現しました。 

 

（２）修繕費 

修繕費については、総合特別事業計画策定以降の経営合理化の取り組みを通じて 

得たコスト削減の知見を活用し、工事・点検の中止や実施時期の見直し、子会社・  

関連会社や外部取引先との取引構造や発注方法の見直しなどのコスト削減を実施 

しました。さらに、震災後のコスト削減の取り組みを通じ蓄積したリスク管理の知見

を踏まえ、リスクの影響度、発生可能性を軸にリスク評価の精緻化を進め、一時的な

設備リスクの限度の見直し等まで踏み込んだ緊急コストカットを実施しました。 

その中で、平成25年度までに資材・役務調達における競争調達比率を30％にする  

ため、新規取引先の拡大や参入条件整備などに努めた結果、平成25年度の競争調達  

比率は32％になりました。 

これらの取り組みの結果、平成25年度は1,653億円のコスト削減を実現しました。 

 

（３）燃料費・購入電力料 

燃料費・購入電力料については、燃料価格や購入電力料の引下げといった「単価」

の削減に取り組むとともに、経済性に優れる電源や卸電力取引所の活用といった「量」

に関する施策にも取り組むことで、コスト削減を進めました。 

これらの取り組みの結果、平成25年度は2,858億円のコスト削減を実現しました。 

 

（４）減価償却費 

減価償却費については、電源・基幹系拡充工事の見直しなどにより、平成25年度は

191億円のコスト削減を実現しました。 

 

（５）その他 

その他の費用については、上記（２）修繕費の削減と同様に、子会社・関連会社や

外部取引先との取引構造や発注方法の抜本的な見直しを通じた固定資産除却費、   

委託費などの削減を行うとともに、必要最低限のものを除く普及開発関係費や研究費

の削減などを行いました。 

これらの取り組みの結果、平成25年度は2,383億円のコスト削減を実現しました。 
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３．最近の収支状況について 

平成 25 年度については、収入面では、一昨年実施した料金改定や燃料費調整制度

の影響により電気料収入単価が上昇したことなどから、売上高は増加しております。

支出面では、原子力発電が全機停止するなか、為替レートの大幅な円安化などにより

燃料費が過去最高水準となったものの、全社を挙げて徹底的なコスト削減に努めた 

ことなどから、経常損益は 432 億円の黒字となりました。また、原子力損害賠償支援

機構交付金を特別利益に計上したことなどから、当期純損益は 3,989 億円の黒字と 

なっております。しかしながら、利益剰余金は△9,047 億円となっており、財務状況

は引き続き極めて脆弱な状態にあります。なお、当期純利益については、安定供給上  

必要な設備投資、ならびに財務体質の改善等に充当しております。 

(億円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
（売　　上　　高） (48,044) (51,463) (51,077) (57,694) (64,498)
経 常 収 益 48,527 52,035 51,843 58,185 64,900

経 常 費 用 46,940 49,324 55,927 61,961 64,468

経 常 損 益 1,586 2,710 △ 4,083 △ 3,776 432

当 期 純 損 益 1,023 △ 12,585 △ 7,584 △ 6,943 3,989

(△3.0） (4.7) (△8.6） (0.3） (△0.9）
2,802 2,934 2,682 2,690 2,667

Ｒ Ｏ Ａ
総資産利益率（％）

2.0 2.7 △ 2.2 △ 1.8 1.0

利 益 剰 余 金 14,887 1,491 △ 6,092 △ 13,036 △ 9,047

有 利 子 負 債 残 高 73,844 89,040 82,773 78,920 76,000

自己資本比率（％） 17.1 8.9 3.5 5.7 8.6

注１．金額は億円未満を切捨て、販売電力量は億kWh未満を四捨五入
注２．販売電力量の（　）内は、対前年度増加率（％）
注３．ＲＯＡ：営業利益(附帯事業営業利益を含む)／平均総資産

販売電力量（億kWh）

 
 

平成 26 年度については、現時点において、停止している柏崎刈羽原子力発電所の

運転計画をお示しできる状況になく、予想を行うことが困難であることから、未定と

しております。 

 

以 上 


